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事務事業の概要
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１　事務事業概要
　現在、健康診断の申込については、年度末に世帯調査票を各世帯に配布し、年度初めに取りまとめをしている状況でありま
す。しかしながら、郵送による紙ベースの申込用紙の回収率は60％と低く、その原因として、『毎年同じものを提出する』『面倒
くさい』『もっと簡単に申込みできないか』の声が聞こえてまいりました。
　また、世帯によっては家族全員が見る前に、特に若い人が目にすることなく返送されてしまうこともあるようで、実際に19～39
歳の健診申込の無回答者は899人（43.9％）と約半数おり、健診に無関心あるいは存在を知らない人が多いと考えられます。
若い年代から健康に関心を持ってもらい、健診受診により生活習慣病やがんの早期発見につなげることが町民の健康と町の
人財を守ることとなり、早急に重点的に取り組む必要のある事業であると考えます。
　本事業導入によって、改めて全町民に健診の存在を知ってもらうことと、Web導入により申込の利便性を向上させることで、
新規の健診受診者の増加をねらいます。
　具体的には、世帯ごとの紙ベースの申込は廃止し、各個人にWeb申込IDを通知します。平成30年度に受診した方について
は、自動で同項目が申込され受診用紙が発送されます。そのため毎年健診を受けている方には申込にかかる手間が軽減さ
れます。健診日や項目の変更は健診日の2週間前まで24時間可能で、Webまたは電話等で変更できます。新規の受診希望
についてのみ申込が必要になりますが、Web環境がない方は電話で申し込むこともできます。

２　概算事業費
〇平成31年度　　（Web申込導入見積額） 1,871,424円
〇平成32年度以降　900,000円
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３　事前評価結果 事前評価日： 平成 年 月 日

（1） 事前評価者として判断した今後の事業の方向性

１次案のまま採択 下記条件で採択 不採択 差し戻し

４　成果検証 事後(中間)評価日： 平成 年 月 日

（1） 評価結果（今後の方向性)

優(成果大) 良(良好) 可 不可(成果なし・中止・計画変更必要)

(2)　総評 (3)  指示事項

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

② 着手・実施の必要性

この事務事業をなぜ着手・実施しな
ければならないのか？先延ばしにで
きない理由は何か？

事業の内容は受益と負担との公
平性が考慮されているか？

③ 総事業費の算定根拠

算定にあたってコスト削減策を考え
たか？将来のコスト増要因に対して
対策が考えられているか？

目
的
妥
当
性
評
価

なぜこの事業を町が行わなければな
らないのですか？税金を投入して、
達成するものですか？

評価項目

④ 受益と負担との関係

28930

(3)指示事項(事務事業に関する指示、事後(中間)評価日程等)（2）採択条件

① 公共関与の妥当性
 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事前評価結果説明

年次計画で町民が健診を受診しやす
い環境づくりを行っており、今回、若
年層の受診者を増やすには良いタイ
ミングであると判断したため。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事後評価結果実施後の状況

町民の健康を守る施策である事から
公共が関与するほかないと判断する。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

H29年度の事業の内のコスト削減分と
照らし合わせほぼ同等の額であり、内
容の拡充を考慮した場合には妥当な
額であると判断できる。

行政の将来的な医療費負担を削減す
ることを目的にしており、将来的な視
点からすると受益と負担のバランスは
とれていると判断できる。

再評価対象事業

事務事業実施後
の概要

（実施しての効
果、受益者等の
反応、問題点、
課題等を記載）

 適切

 見直し
 余地あり


